
 

令和４年度山梨県新型コロナウイルスワクチン職域接種促進事業費補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 令和４年度山梨県新型コロナウイルスワクチン職域接種促進事業費補助金

（以下「補助金」という。）については、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山

梨県規則第２５号）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、中小企業（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第

２条第１項に規定する中小企業をいう。以下同じ。）又は大学等（大学、短期大学、

高等専門学校及び専門学校をいう。以下同じ。）（以下「中小企業等」という。）に

おいて職域での新型コロナウイルスワクチン接種（以下「職域接種」という。）を

行うことで、市町村が実施主体であるワクチン接種の支援を行うことを目的とし、

これに要する経費について予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる補助対象事業、基準額、対象経費及び補助率は、

別表に掲げるとおりとする。 

２ 補助金の交付については、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）

実施要綱（令和４年４月１日付け医政発０４０１第２３号・健発０４０１第３号・

薬生発０４０１第２３号厚生労働省医政局長、健康局長、医薬・生活衛生局長連名

通知別紙）の定めるところによる。 

 

（交付額の算定方法） 

第４条 この補助金の交付額は、別表第２欄に規定する基準額と第３欄に規定する対

象経費の実支出額のうちいずれか少ない方の額に、第４欄に定める補助率を乗じて

得た額とする。ただし、算出された額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切

り捨てるものとする。 

２ 次条第１項の申請書を提出するに当たり、補助金に係る消費税等仕入控除税額

（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６

３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の

金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費

の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）

を減額して申請しなければならない。ただし、申請時において、当該消費税等仕入

控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

３ この補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受けてはならな



 

い。 

 

（交付申請書及び実績報告書の提出） 

第５条 この補助金の交付を受けようとする中小企業等は、山梨県新型コロナウイル

スワクチン職域接種促進事業費補助金交付申請書及び実績報告書（様式第１号）に

関係書類等を添えて、知事が別に定める期日までに提出しなければならない。 

２ 前条第２項ただし書により補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない

まま交付の申請をした事業実施主体は、前項の山梨県新型コロナウイルスワクチン

職域接種促進事業費補助金交付申請書及び実績報告書を提出した後において、消費

税及び地方消費税の申告により当該消費税等仕入控除税額が確定した場合には、消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第４号）により速やかに知事

に報告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

３ 前項の場合において、事業実施主体は、当該消費税等仕入控除税額が明らかにな

らないときは、その状況等について、令和６年６月３０日までに、同様式により知

事に報告しなければならない。 

 

（交付決定及び額の確定） 

第６条 知事は、前条第１項に定める書類の提出があった場合は、これを審査の上、

適当と認められるときは、補助金の交付決定及び額の確定を行い、山梨県新型コロ

ナウイルスワクチン職域接種促進事業費補助金交付決定及び額の確定通知書（様式

第２号）を申請者に通知する。 

 

（補助金の交付方法） 

第７条 補助金は、精算払とする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第８条 知事は、次の各号に掲げる場合には、第６条の補助金の交付決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

（１）この要綱に違反した場合 

（２）補助金の交付決定の内容に違反した場合 

（３）交付の対象事業に関し法令等又はこれに基づく知事の処分に違反した場合 

２ 知事は、前項の取消しをした場合において、当該取消しに係る部分に関する補助

金が既に交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずることができる。 

 

（財産の処分の制限） 

第９条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０



 

万円以上の機械、器具及びその他の財産については、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１４条第１項第２号の

規定により厚生労働大臣が別に定める期間を勘案して定める期間を経過するまで

の間、知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 

２ 補助事業者は、前項の承認を受けようとする場合は、財産処分承認申請書（様式

第３号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は、第１項の承認をしようとする場合において、原則として交付した補助金

のうち取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、又は担保に供した時から財産処分制限期間が経過するまでの期間に相当する分

を返還させるものとする。 

４ 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入

の全部又は一部を県に納付させることがある。 

５ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても

善良な管理者の注意をもって管理するとともにその効率的な運営を図らなければ

ならない。 

 

（書類の保管） 

第１０条 補助金に係る関係書類は、当該補助事業の完了年度の翌年度から起算して

５年間保管しておかなければならない。 

 

（その他必要な事項） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項について

は、知事が別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和３年１１月１７日から適用する。 

２ この要綱は、令和５年３月３１日に限り、廃止とする。ただし、この要綱に基づ

き交付決定された補助金については、この要綱廃止後も、なおその効力を有する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年９月３０日から施行する。 

 

 



 

別表 

備考 

１ 上記の職域追加接種とは、令和３年１１月１７日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡「新型コロナワク 

チン追加接種（３回目接種）に係る職域接種の開始について」及び令和４年９月２０日付け厚生労働省健康局予防接種 

担当参事官室事務連絡「オミクロン株に対応した新型コロナワクチンの職域追加接種の開始について」に基づいて設置 

した会場で実施した職域接種のことをいう。 

 ２ 補助対象期間は、令和３年１１月１７日から令和５年３月３１日までとする。 

１ 補助対象事業 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

（１）中小企業が商工会議所、総合型健保組合、

業界団体等複数の企業で構成される団体

を事務局として共同実施する職域追加接

種のうち、中小企業が接種を委託した外部

の医療機関が、中小企業が指定した場所に

出張して実施するもの 

（２）大学等の職域追加接種で所属の学生も対

象とし、文部科学省が別に定める地域貢献

の基準を満たすもののうち、大学等が接種

を委託した外部の医療機関が、大学等が指

定した場所に出張して実施するもの 

接種回数×１，５００円 賃金、報酬、謝金、会議費、旅

費、需用費（消耗品費、印刷製

本費、材料費、光熱水費、燃料

費及び修繕料）、役務費（通信

運搬費、手数料及び保険料）、

委託料、使用料及び賃借料並

びに備品購入費 
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